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【様式第1号】

自治体名：綾部市

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 115,483,762   固定負債 50,268,671

    有形固定資産 107,089,742     地方債等 31,682,226

      事業用資産 29,567,567     長期未払金 -

        土地 11,278,599     退職手当引当金 4,270,679

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 281,019     その他 14,315,766

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 4,135,694

        建物 41,426,845     １年内償還予定地方債等 2,862,318

        建物減価償却累計額 -24,272,731     未払金 771,781

        建物減損損失累計額 -     未払費用 380

        工作物 1,076,616     前受金 3,957

        工作物減価償却累計額 -449,702     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 250,364

        船舶 -     預り金 124,164

        船舶減価償却累計額 -     その他 122,729

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 54,404,365

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 117,753,214

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -49,769,234

        航空機 -   他団体出資等分 130,416

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 226,921

      インフラ資産 71,528,066

        土地 1,033,661

        土地減損損失累計額 -

        建物 2,644,890

        建物減価償却累計額 -786,139

        建物減損損失累計額 -

        工作物 198,600,483

        工作物減価償却累計額 -130,033,809

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,320

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 67,660

      物品 13,302,290

      物品減価償却累計額 -7,308,181

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 3,744

      ソフトウェア 280

      その他 3,464

    投資その他の資産 8,390,275

      投資及び出資金 488,590

        有価証券 400,008

        出資金 88,582

        その他 -

      長期延滞債権 176,800

      長期貸付金 816

      基金 7,518,564

        減債基金 814,483

        その他 6,704,081

      その他 214,222

      徴収不能引当金 -8,715

  流動資産 7,035,000

    現金預金 3,588,381

    未収金 1,017,533

    短期貸付金 1,030

    基金 2,268,422

      財政調整基金 2,268,422

      減債基金 -

    棚卸資産 127,643

    その他 69,711

    徴収不能引当金 -37,719

  繰延資産 - 純資産合計 68,114,397

資産合計 122,518,762 負債及び純資産合計 122,518,762

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：綾部市

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 28,008

    その他 10,117

純行政コスト 32,924,922

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 47,957

  臨時利益 38,125

  臨時損失 89,853

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 41,896

    使用料及び手数料 7,260,402

    その他 925,785

純経常行政コスト 32,873,194

      社会保障給付 2,170,551

      その他 10,956

  経常収益 8,186,187

        その他 450,283

    移転費用 18,654,560

      補助金等 16,473,053

      その他の業務費用 769,666

        支払利息 302,380

        徴収不能引当金繰入額 17,003

        維持補修費 770,122

        減価償却費 5,671,291

        その他 18,432

        その他 1,259,560

      物件費等 14,165,721

        物件費 7,705,876

        職員給与費 5,385,915

        賞与等引当金繰入額 250,364

        退職手当引当金繰入額 573,595

  経常費用 41,059,381

    業務費用 22,404,821

      人件費 7,469,434

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：綾部市

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 70,487,992 120,599,085 -50,246,853 135,760

  純行政コスト（△） -32,924,922 -32,919,770 -5,152

  財源 30,556,032 30,556,032 -

    税収等 11,387,246 11,387,246 -

    国県等補助金 19,168,786 19,168,786 -

  本年度差額 -2,368,890 -2,363,739 -5,152

  固定資産等の変動（内部変動） -2,843,375 2,843,375

    有形固定資産等の増加 3,321,609 -3,321,609

    有形固定資産等の減少 -6,816,483 6,816,483

    貸付金・基金等の増加 1,567,236 -1,567,236

    貸付金・基金等の減少 -915,737 915,737

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1,521 1,521

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 193 -193

  比例連結割合変更に伴う差額 -6,226 -4,016 -2,209 -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -2,373,595 -2,845,870 477,620 -5,344

本年度末純資産残高 68,114,397 117,753,214 -49,769,234 130,416

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：綾部市

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 42,292

本年度歳計外現金増減額 36,145

本年度末歳計外現金残高 78,437

本年度末現金預金残高 3,588,381

財務活動収支 209,932

本年度資金収支額 290,112

前年度末資金残高 3,223,319

比例連結割合変更に伴う差額 -3,487

本年度末資金残高 3,509,944

    地方債等償還支出 2,585,326

    その他の支出 200,000

  財務活動収入 2,995,259

    地方債等発行収入 2,727,600

    その他の収入 267,659

    資産売却収入 39,247

    その他の収入 187,383

投資活動収支 -2,337,389

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,785,326

    その他の支出 25

  投資活動収入 2,178,796

    国県等補助金収入 1,039,679

    基金取崩収入 888,749

    貸付金元金回収収入 23,737

  投資活動支出 4,516,185

    公共施設等整備費支出 3,320,169

    基金積立金支出 1,176,712

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 19,280

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 47,957

  臨時収入 10,117

業務活動収支 2,417,569

【投資活動収支】

    税収等収入 10,752,025

    国県等補助金収入 18,291,512

    使用料及び手数料収入 7,461,197

    その他の収入 1,041,980

  臨時支出 47,957

    移転費用支出 18,677,866

      補助金等支出 16,496,364

      社会保障給付支出 2,170,547

      その他の支出 10,956

  業務収入 37,546,715

    業務費用支出 16,413,439

      人件費支出 7,011,527

      物件費等支出 8,646,059

      支払利息支出 287,826

      その他の支出 468,027

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 35,091,305



連結会計 注記事項 

 

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法（一般会計等に関して） 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも 

のは原則として再調達原価としております。 

ただし、有形固定資産のうち、法定外公共物などの取得価額不明なものなどは備忘価額 1 

円としております。詳細については固定資産台帳における資産評価要領を参照とします。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。 

 

②有価証券等の評価基準及び評価方法（一般会計等に関して） 

出資金のうち、市場価格がないもの出資金額をもって貸借対照表価額としております。 

 ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著 

しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。 

 なお、出資金の価値の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該 

当するものとしております。 

 

③有形固定資産等の減価償却の方法（一般会計等に関して） 

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  

 定額法を採用しております。 

・無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 

④引当金の計上基準及び算定方法（一般会計等に関して） 

・投資損失引当金 

 市場価格のない投資および出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

・徴収不能引当金 

 過去 5 年間の平均不納欠損率により計上しております。 

・賞与等引当金 

 翌年度 6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象

期間の割合を乗じた額を計上しております。 

・退職手当引当金 

 期末自己都合要支給額から、京都府市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の 

累計額から既に本市職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、同組 

合における積立金額の運用益のうち本市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上 

しています。 



 

⑤リース取引の処理方法（一般会計等に関して） 

 ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行 

っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸 

借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

⑥資金収支計算書における資金の範囲（一般会計等に関して） 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 ヶ月以内の短期投資等）を資金の範

囲としております。 

 このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払

いも含んでおります。 

 

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項（一般会計等に関して） 

 消費税等の会計処理 

  税込方式によっております。 

 

 

⑵偶発債務 

① 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

債務負担行為限度額    468 千円 

令和 5 年度支出額      0 千円 

令和 6 年度以降支出予定額  0 千円 

 

② 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

なし 

 

⑶追加情報 

①対象範囲（対象とする会計） 

 一般会計、市立診療所等特別会計、農林業者労働災害共済特別会計 

 国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、駐車場特別会計、 

 上水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計、住宅・工業団地事業特別会計、 

 京都府市町村職員退職手当組合、京都府自治会館管理組合、京都地方税機構、 

京都府後期高齢者医療広域連合、京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合、 

 一般財団法人綾部市スポーツ協会、公益財団法人綾部市医療公社、株式会社エフエムあや

べ、株式会社緑土、株式会社水夢、公益財団法人京都府中丹文化事業団 

 



②財産区について 

財産区については、市町村等に財産を帰属させない経緯から設けた制度であるため、連結

の対象としておりません。 

 

③出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし

ている旨 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法 235 

条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5 月 31 日をもって閉鎖する。」） 

 

④表示単位未満の金額は四捨五入することとしている。 


